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事業進捗管理のあり方に関する基礎的考察
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公共事業実施のアカウンタビリティ向上のためには、不確実性 を考慮 した事業評価の必

要性が強調されている。評価手法については感度分析 を中心に検討が進め られてお り、事

業の採択時評価や再評価、事後評価等、事業実施の実態を反映す る手法が検討されている。

一方、これ らの事業評価の評価項目には、事業実施時におけるコス トや事業期間も含まれ

てお り、不確実性を考慮した事業評価の実施により、事業の進捗管理のあり方 と密接な関

連づけが必要になるものと考えられる。

本稿では、事業評価の視点か らみた リスクマネジメン トのあ り方について基礎的な考察

を行 う。まず、不確実性 を考慮 した事業評価が実施された場合の事業評価の結果とプロジ

ェク トマネジメン トの関連性について、事業実施に伴 うリスクの観点か ら考察する。次い

で、事業評価を行ったときに、個 々のリスクがどのような形で事業全体の評価 につながる

かについて、簡単な数値事例で説明する。 この結果か ら、事業採択時 に公表された費用対

効果分析の結果と、コス ト管理等の事業マネジメン トの各段階での整合を図ることが可能

となる。

【キーワーズ】感度分析、 リスク構造化、不確実性、リスクマネジメント

1.は じめ に

将来を見通 した公共事業採択時の事業評価 の結果

については、評価結果 に影響を及ぼす個々の要因を

将来にわたって確実に予見できないため、不確実性

の排除は困難である。これまでの事業評価の手法1)

では、事業の採択時に現在価値法を用いた確定的な

将来の状態 として評価 されてお り、不確実性 に関し

ては明示的な取 り扱いはなされていなかった。 これ

に対 して、排除不可能な不確実性 をそのまま取 り込

んだ事業評価のあり方の検討が始 まっている。新た

な事業評価の枠組み2)で は、事後評価の段階で、費

用対効果分析の算定基礎 となった、費用や施設の利

用状況、事業期間、さらには環境や社会経済情勢に

関 して等の変化の状況を把握することになった。

これによ り、事業実施段階において生じる不確実

性についても、採択時に評価 した状態がどの程度維

持されるかの見通 しとその結果も併せて明確にして

いくことが必要になる。 このことは、事業実施主体

が事業の遅延やコス トの増加をいかに抑制するか と

いった、事業全体を通 じたマネジメン トのあ り方に

影響が及ぶことになる。すなわち、事業の現場での

マネジメントのあり方如何によっては、事業評価の

結果が大きく変化することとな り、評価結果の信頼

性が疑問視 されるようにな りかねない。したがって、

間接的には事業現場でのマネジメントのあり方その

ものが、アカウンタビリティの要因の一つに位置づ
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け られることを示す ものとなる。

本稿では、このような問題認識の下で不確実性を

明示的に取 り扱 うような事業評価手法が導入された

場合に、事業 リスクが事業評価結果にどのように影

響を及ぼすかを考察 し、その結果か ら事業実施段階

における不確実性 を縮小す るための事業マネジメン

トのあ り方について、基礎的考察を行うものである。

以下、2.で は、不確実性 を考慮 した事業評価が実

施されるようになる状況を踏まえて、事業進捗管理

のあり方 についての課題を整理 し、事業評価 と現場

マネジメントの相互の係わ り方に関す る方向性を考

察する。ついで、3.で は、ホームページ等で公表

されている事例をもとに、事業進捗の状況を概観す

る。4.で は、事業に存在するリスクに関して整理

し、 これが事業評価にどのような影響を及ぼすかを

体系立てて整理するとともに、実際の事業を想定 し

た中で事業進捗管理において留意すべき点を考察す

る。

2.不 確実性を取 り込んだ事業評価の考え方

(1)不 確実性の取 り扱 いの現状

多 くの社会資本整備事業は、民間が主体 となった

市場財の供給に比べ事業規模が大きく、かつ計画時

点から供用されるまでに長い歳月を費やすものが多

い。 したがって、事業採択を行ったときの社会経済

図-1事 業期間の不確実性の波及(例)

表-1感 度分析の項目及び方法(案)

状態のまま供用され、事業評価内容 どお りの結果 を

残せる事業は、それほど多 くはないであろう。また、

事業実施中に起 こり得る、物理的条件や環境条件、

地域社会の条件等の不可測な変化への対応について

も、多大な費用や期間を要す る場合がある。 このよ

うな、事業期間中に起こり得る不確実性の要因が事

業全体 に波及する関係は、例えば、図-1の ような

にまとめ られる。また、不確実性に対 して、どのよ

うに評価すべきかについて、表-1の ような3)感 度

分析の方向性等が整理 されている。現在導入が検討

されている感度分析の手法4)は 、費用便益分析に影

響を及ぼす要因について変動幅 を設定 し、要因の値

が計画値よりも上方に変動 した場合、下方 に変動 し

た場合のそれぞれについて、費用便益分析の結果が

どのように変動するかを示すものである。しかしな

が ら、 このような感度分析 については これまでほと

んど事例の蓄積はなく、実際の事業を通 じての変動

幅や発生頻度に関するデータの蓄積は、今後、進め

られていくことになる。

図-2計 画値と実績値の関係(事 業費)

図-3計 画値と実績値の関係(工 程)
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(2)現 状の事業マネジメン トの課題

一方、これまでこのような不確実性 に対 して、現

場での対応状況はどのようであったであろうか。図

-2及 び図-3に は、国及び地方 自治体の事業のう

ち、図書やインターネットホームページ等で検索可

能な22事 業について、事業実施期間及び事業費に

関す る事業計画時点と供用後、または事業計画時点

と再評価時点との状況を比較 したものである。取得

したデータの性質を考えれば、当然の ことなが らサ

ンプルには偏 りが含まれるものの、これ らの状況を

みると、当初計画に比べ工期が長期化 した事業、ま

たは事業費が超過 した事業が多 くなっていることが

わかる。また、図-4に は平成13年 度 に実施され

た直轄工事事務所へのプロジェク トマネジメン トに

関す るアンケー ト調査(事 業執行上のマネジメン ト

の課題等 に関 して実施 された調査/自 由回答方式、

有効サンプル数158)の 結果を示している。同調査

は事業の現場でのマネジメン トの状況を把握するた

めに実施 されたものであるため、直接的に工期や費

用の増減 に関する情報を網羅 したものではない。し

かし、当初計画を維持するために、事業執行上の様々

な課題に直面 していることが伺われる。また、アン

ケー ト調査の回答の中でみ られた事例 として、たと

えば供用時期を厳守するために、当初計画にない工

法が採用 され、その分事業費が大きくなるような事

例 も少なか らずあげられている。

もう一点、公共事業に対するイメージを一般の人

へのアンケー ト調査の結果からまとめたものを表

-2に 示す5)。 これを見ても、公共事業か ら想起さ

れる言葉の第一位に 「無駄遣い」があげられている

ほか、「お金がかかる」、「期間が長い」等、事業マネ

ジメントに関する負の印象も強 くなっている。国民

へのアカウンタビリティを果たす上でも、事業マネ

図-4工 事事務 所で のPMア ンケ ー ト(H13)

ジメントに関する体系的な整理 と情報開示が必要性

となろう。

以上のような状況を想定すれば、公共事業のアカ

ウンタビリティを果たすためには、考え られる将来

の不確実性や リスクを明確にした上で、適切な リス

ク管理の方策 を明 らかにするとともに、行政情報と

して公表することを前提 にした、事業マネジメン ト

の制度設計を検討す る必要がある。

(3)事業評価 における不確実性評価の課題

一方、事業評価の立場か らみると、事業評価には

感度分析の導入が検討されているものの、主として

適用 されるのは今後実施される事業か らであ り、分

析のための手法が確固たるものに成熟 していない。

また、事業実施主体の立場か らみても、公共事業の

現場における組織的な体系的事業マネジメン トの考

え方の導入は緒についたばか りであ り、マネジメン

ト手法やアカウンタビリティへの反映の方法等につ

いては十分なものとは言い難い。これ らのことを勘

案すれば、不確実性 を考慮 した事業評価 と事業進捗

管理の間には、体系化すべき課題が数多く残されて

いる。

その具体的事例の一つ として、事業評価の感度分

析 において、不確実な影響が考え られる要因 ・項 目

に対 して、感度 としてどの程度割合や量について変

化 させればよいかがあげられる。少な くとも感度分

析の結果が説明力を持つためには、想定すべき要因

やその変化の率、幅等について、何 らかの根拠を持

表-2公 共事業か ら想起する言葉上位20語5)
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つ必要がある。 しか し、この点に関する既存データ

の蓄積は、前述のように行われていないほか、学術

研究についても、ほとんど行われていないように思

われる。本稿では、事業採択から供用までの間に限

定 し、そ こで生 じる事業期間のリスクを対象として、

個 々に発生する不確実な要因が事業全体の評価にど

のように影響を与えるかを体系的にとらえた評価方

法を検討する。 しかし、本稿においても既存データ

に基づ く分析は十分ではな く、 この点は今後の課題

としたい。

(4)リ スクマネジメン トと本稿の立場

事業の不確実性を評価するためには、事業が有す

る様々な リスクについて明らかにする必要がある。

これ までの事業 システムでは、単年度会計やアウ ト

プット優先の考え方か ら、様々なリスクに関 して事

業実施主体が被ることも是認されがちであった。こ

れに対 して、近年、発生主義会計の考え方やアウ ト

カムの重要性が着目されるようにな り6)、よ り効率

的な公共事業投資への転換が試みられるようになっ

てきた。 このような考え方が進展すれば、公共事業

の リスクに関 しても積極的にマネジメン トを行 い、

様々な損失 を最小限に抑制しつつ、当初計画通 りの

効果 を如何 に得ていくかが課題 となる。

具体的には、個々の事業によって どのようなリス

クがあるかを把握し、それ らの リスクがどのような

状況下でどの程度の頻度で発生 し、どの程度の影響

を及ぼすか分析する必要がある。そ うす ることで、

事業評価の立場からは、これ らのリスク要因をもと

に感度分析を実施すべき項 目やその変動幅 を設定す

る際の数値的データが得 られることになる。また、

事業マネジメン トの立場か らは、このような試算結

果 に沿って事業コス トや事業期間の変動幅をリスク

として認知 し適切に対処することで、当初計画の維

持が可能になる。さらには、 このような リスクの存

在 を事前に公表することで、公共事業の実施段階に

お けるアカウンタ ビリティが果たされるものと考え

られる。

以上のことを考え合わせると、不確実性を考慮 し

た事業評価のあ り方と、現場における事業の進捗管

理のあ り方は表裏一体のものとして扱われる必要が

ある。そのためには、事業評価 に用いられる不確実

性を評価する感度分析の評価指標と、事業の現場で

事業進捗 を管理する指標とが、その取 り扱いや考 え

方 の面で一致させることも念頭 に置いてお くことが

必要となる。本稿では公共事業の実施段階で直面す

るリスクについて、その種類や リスク間の係わりを

想定しなが ら、事業評価の感度分析の幅を設定する

ための手法、及び感度分析を考慮に入れたプロジェ

ク トマネジメントのあり方 を中心に議論を進めて行

くものである。

表-3事 業の不確実性の事例

―144―



3.事 業の不確実性に関する具体例

公共事業における不確実性 について、具体的な事

例を想定 して考察 してみる。表-3は 、事業の再評

価実施時 に事業実施前の計画地と現在の事業の進捗

状況を比較したものであり、インターネッ トホーム

ページから入手可能な範囲で、かつデータ比較が可

能な事例 をもとに作成 したものである。公共事業の

再評価等の結果については、計画時の値と再評価時

の値を比較できる状態での公表事例は乏しく、表-

3に 示した以外の事例で適 当と判断されるものは、

筆者 らの調査の範 囲では見あた らなかった。同表は、

事業の計画期間、事業費及び費用便益比について、

事業採択時の予測状況 と、再評価時点で修正された

状況 を比較 している。事業の再評価は事業採択後5

年経過しても未着工の事業、採択後10年 を経ても

完成 していない事業等が評価の対象となっている。

したがって、事業期間の短いものや、順調に事業が

進捗 し上記の用件に該当せずに事業が終了したもの

は含 まれない。このため、必然的に工程の遅延が生

じた事業が多 く含 まれることとなるが、事後評価の

実施事例の蓄積がない現在にあっては、ここにあげ

た事例をもとに、手法等の考察を行わざるを得ない。

本研究の目指す ところは、最終的には多 くの事例の

積み重ねを統計的に分析 し、より現実的な感度分析

の実施方法や事業マネジメン トの留意点を見いだ し

ていくことにある。 しかし、事例蓄積の少ない現段

階では、取 り扱 い手法の提案を先行的に行い、現場

にあった統計的な数値分析は、事例が収集された後

に行うこととしたい。

表-3に 示した事業 を平均 してみると、事業期間

で実績値が計画値の1.6倍 に、また事業費では同様

に1.2倍 になってお り、費用便益比では3.0か ら2.6

に減少している。さらに、計画 どお り事業が進まな

かった要因を見てみると、事業遅延の主な要因とし

て、用地取得難航が3件 、地元等 との協議 ・調整の

遅れ3件 、地質 ・地盤等の悪条件によるもの4件 、

自然 ・気象等の影響1件 、財政上の問題1件(以 上、

複数事例あり)と なってお り、事業費増加の主な要

因としては、用地補償費の増加1件 、地元ニーズへ

の対応2件 、工法の変更2件(複 数事例あり)と な

っている。また、事業別に見ても1つ の要因のみで

事業遅延、事業費増が生じた ものもあれば、複数の

要因で変更が生 じたものもある。感度分析が実施さ

れるようになれば、ここにあげたような要因は、変

動状況を分析すべき主要な項 目となるであろうし、

事業マネジメン トの立場か らみれば、変動幅を如何

に小さくすべきかを最初に検討しなければな らない

項 目となるであろう。さらに、事業評価や事業マネ

ジメントを精緻化する場合には、 これ らの変動をリ

スクとしてとらえ、個々の要因の変動がどの程度の

頻度で発生 し事業全体にどの程度の影響を及ぼすの

かを評価する必要があるが、表-3の 資料のみでは

そ こまでの分析は困難なものとなっている。

4.リ スクの体系化

(1)リ スクの種類 と構造化

公共事業におけるリスクの取 り扱いに関しては、

表-4リ ス ク の 種 類7)8)
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表-5事 業期間に関するISM関 係行列

図-6事 業期間の リスクの関係

PFI事 業でのリスク評価をはじめとして、様々な

文献があ り、新たな知見を加える必要はないであろ

う。それ らは、た とえば表-4の ようになる7)8)。

これを見れば、事業評価 を行 う際に、いかに多くの

不確実性を考慮 しなければな らないかがわかる。

事業採択か ら供用までの間での工事遅延の感度分

析を想定 した場合、評価 されるべ きリスクは、事業

が供用されるまでに発生する表-4中 の1～13及

び15の 項 目が考えられる。また、工事費用の感度

分析 を考慮すれば、表-4の 中で評価されるべきリ

スクは、1～12及 び14、15の 項 目となる。感度分

析の結果を工事遅延や工事費用のリスクとして集約

して表すためには、 これらの関連要因の事象を事業

の期間や費用に係わるリスクとして体系化 して示す

必要がある。そこで本研究では、個々の事象間の関

係を体系化するためISM9)を 用いて分析すること

表-6事 業費用に関するISM関 係行列

図-7事 業費用の リスクの関係

とした。事業遅延事象 と個 々のリスク要因(事 象)

の関係を表すISMの 関係行列 を示す と表-5の

とお りであり、べき乗計算による可達行列の結果を

体系化すると、図-6の ようになる。同様に、事業

費用 についての関係行列及び可達行列の体系図を示

す と表-6及 び図-7の とお りである。

このとき示された図-6、 図-7の 結果は、あく

まで事象間の繋が りのみを示したものであり、確率

的な連鎖関係は表現 していない。また、一般的には

事業期間と事業費用の間には、何 らかの相関関係が

ある。 しか し、事業評価の費用便益分析 の中で扱わ

れる純現在価値法 に基づけば、事業期間と事業費用

はそれぞれ独立に扱って差 し支えないことか ら、本

研究では個別に表現することとした。

さらに、本研究では、 これ らの結果か ら個々のリ

スクが顕在化する形態を、①要因が基本的な リスク
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図-8工 事費用増加の検討事例

を内在しているもの、(2)他の要因のリスクを受けて

その要因のリスクが顕在化 し、それがまた他の要因

にリスクを伝搬 させるもの、(3)他か らも影響を受け、

かつ、要因自身にもリスクが内在するもの、(4)様々

な影響を受け、最終的に評価されるべきものの4種

類に分類 した。このうち、特に感度分析において考

慮すべき事項は個々の要因にリスクが内在する上記

の(1)、(3)であり、その結果 として(4)の感度が設定 さ

れる。また、これ らのリスク間での伝搬関係を分析

するには、下位事象が発生した場合の影響が上位事

象にどのような状態で伝搬するかに関する情報 も必

要になる。 しかし、下位のリスクが上位のリスクに

伝搬する伝搬関係の分析については、さらにデータ

を蓄積しなが ら検討する必要があり、本稿では今後

の課題としたい。

(2)事 業費用の管理 につ いての計算例

リスク伝搬の関係を仮定 し、仮想的な状態で相互

のつなが りの検討を行 う。事業費用に関するリスク

の構造が図-7の ようになっていお り、 リスク顕在

化の状況が以下のように想定 されるものとする。

(1) 住 民との合意 形成のため、当初計画の事業費に対 し

て10%の 追加事業(設 計 ・施工)が 必要 となった。

ただ し用地取得 には波及 しない。

(2)調査測量が不十分だったために、当初計画の事業費

に対して5%ほ ど追加事業(設 計 ・施工)が 必要 と

なった。ただ し、用地取得 、環境影響 には波及 しな

い。

(3)事業 中の事故 によ り、当初計画の事業費 に対 して

5%の 費用増 とな った。

(4)上記の(1)、(2)、(3)は同時期 に発生したが、相互の因

果関係は認め られなかった。

(5)事業着手直後に5%物 価が上昇 したため、事業全体

に影響を及ぼす ことになった。

このとき、図-7の 体系の中で事業費用の増加の

状態を検討すると、事業全体の、事業費の増加分は

図-8の ように26%の 費用増加が見込 まれること

になる。したがって、感度分析による当該事業の事

業評価 としては、事前評価結果に対して26%以 上の

超過費用 を見込んだ評価 を行えば良いことになる。

また、事業のマネジメントの立場か ら考えると、

事前に評価 されたとお りの投資効果を得るためには、

想定される不確実性を、如何に制御できるかといっ

た問題に置き換えられることになる。 この例では、

調査測量リスク、設計に関する住民合意 リスク、事

故 リスクが顕在化 しないような事業の管理が可能に

なれば、物価 上昇の5%の みの感度を想定 しておけ

ばよいことになる。

(3)具 体的な事例での検討

前述の事例を、よ り一般的な事例で分析する。本

分析のために利用可能なデータは、前述のように現

在のところ整備されていない。 したがって、事業の

進捗状況を抽 出調査 した結果が表-3で あった と

仮定 して分析 を進める。その中でも、 とくに事業費

に着 目してみる。表-3に 示した個々の事業につい
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表-7事 業費用増加に関するリスク要因の体系化

図-9事 例分析の結果

て、コス ト増の主な要因ごとに図-7の 構造図にあ

わせて、事業費用増加の要因を表-7の ように示す

ことができ、 これ以外には費用増加の要因がないも

のとする。このとき、No7の 要因のみは複合的な要

因によるコス ト増 となってお り、それぞれの要因間

の関係が分析不可能であるために、サ ンプルか らは

除外 した。

いま、表-7に 示 した事業 しか行われてお らず、

かつそれぞれの事象の発生確率が互いに等 しく互い

の事象は独立 しているもの として、個々の事象の発

生確率をサンプル数の逆数で表すとする。このとき、

個々の事象の発生確率及びコス ト増加率の期待値を、

あわせて表-7に 示した。さらに、表-7の 結果を

図-8の 構造図 に適用するため に個 々の事業費用

の変動要因を、表-7の 最右欄に分類 して示 した。

以上の結果よ り、各リスクの要因 ごとに費用増加の

期待値を算出 した。結果 を示す と、図-9の とお り

である。これをみると、増加率の期待値が高いのは、

環境影響要因や用地取得 に関わる項目であり、その

内容は住民合意や住民の意向を反映した設計となる。
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したがって、事業を円滑に進める上では住民とコミ

ュニケーションの重要性な重要な要因としてあげら

れることになる。また、設計等に関す る要因は費用

の増加率の期待値が負 になっている。これは、計画

よ りも安価 に事業が遂行できる可能性 を示すもので

ある。ただし、 この点 についても、現場における事

業マネジメン トが適正に行われた結果 を反映 したも

のであって、適正なマネジメントがなされない場合

には事業費が増加 している事例もあることに留意 し

てお く必要がある。

(4)分 析結果の感度分析への反映方法の検討

現在、導入が検討されている感度分析の手法5)で

は、これまで実施 してきた手法による費用便益分析

の算出結果を基本ケースとして、要因の変動に応 じ

て上位ケース、下位ケースを設定 して分析する手法

がとられることになっている。前述の(3)で 検討

した結果 を、 この感度分析手法と対比 してみると、

各事業を平均 した15.1%の 事業費増加が感度分析

のどのケースに相当す るかは、必ずしも明 らかには

されていない。本稿で算出された値は、費用便益分

析の結果が平均的に計画値を下回るであろうと想定

される値である。したがって、費用便益分析の基本

ケースが設定された後、本稿のような分析を経て感

度分析の上位ケース、下位ケースを設定するには、

本計算値15.1%を 中心として、その前後に変動幅を

設定するのが望ましいものと考え られる。また、変

動幅の大きさについても、有意水準が定め られれば

統計的に定められることになる。

ただし、現段階では十分なデータ蓄積がなされて

いないため、今後、さらなる事例収集 ・分析を積み

重ねてい く必要がある。

(5)プ ロジェク トマネ ジメン トへの適用

事業評価においては、①事業の工程の遅れは、機

会損失が生じることにな り、事業の効率性を低下 さ

せる要因になる。また、②事業費の増大は、直接的

な予算の損失となり、これ も事業の効率性を低下 さ

せることになる。公共事業全体の効率的執行(資 源

の効率的配分)の 観点か らみたときに、前述の①、

②の内容は、明 らかに効率性の低下を示すものであ

る。一方、プロジェク トマネジメン トの役割には、

事業現場での円滑 ・安全な事業執行はもちろんの こ

と、上記のような公共事業全体の効率的執行の観点

か ら留意を促すこともあげ られる。すなわち、事業

の計画時点において確認された投資の効率性が、事

業の進捗 とともに低下すれば、単に実施中の当該事

業ばか りでなく公共事業全体 としての適正さにも疑

問が生じることとなる。その結果、国民へのアカウ

ンタビリティが果たせなくなるばか りでな く、公共

事業全体に対する信頼の低下にもつなが りかねない。

図-9に 示 した事業 リスクの分析結果は、事業の

工程において個々の要因が事業効率を低下させるリ

スクをどの程度含んでいるかを示 している。 したが

って、プロジェク トマネジメン トの段階で、個々に

示された工事費用増加比率の期待値が大きい要因に

対 して、あらか じめ適切な対処がなされるように留

意される必要がある。ただ し、 ここで設定された費

用増加率の期待値は、個々の事業特性や周辺の自然

環境、社会環境の違いによっても異なるものである

ことに留意が必要である。また、ツリー構造上の下

位要因が発生してもすべてが上位要因に伝搬するも

のではな く、その中間で適切な処置が取 られればあ

る程度は リスクの顕在化を抑えることができること

もある。 このあた りの関係 についても、今後の事例

調査 を踏まえて、データを蓄積 していく必要がある。

5.お わ りに

以上、本稿では公共事業に関する事業評価に不確

実性の評価のための感度分析手法が導入された場合

における評価のためのデータ収集の考え方や、これ

に伴 う事業の現場での事業マネジメントの留意点等

について、 リスクマネジメントの考え方を援用 しな

が ら考察してきた。本稿で提案 したような手法が成

熟すれば、事業評価 における感度分析のデータ作成

の視点や事業の現場でのプロジェク トマネジメント

を行 う上での基礎的な判断材料が提供できるように

なるものと考える。

しかし、本稿はあくまで基礎的考察であ り、本手

法によって事業評価ならびに事業管理を行うには、

まだまだ多くの課題 もある。 とくに、 リスクの上位

への伝搬関係や、その要因の全体の中での重要度な

どについて、事例分析を蓄積 しなが ら明らかにして
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い く必要がある。また、一つの要因名で示されたリ

スクの中でも、全く異なる顕在化 の過程をた どるも

のもある。例えば 「設計 リスク」の中には、用地取

得にまで影響の及ぶもの、施工にのみ影響のあるも

の等であ り、 これらについてはさ らに詳細な検討の

ステップが必要 となる。さらには、プロジェク トマ

ネジメン トの立場か らは、事業実施段階における

個々の リスクが どの主体に帰属 しているかを明確に

することで、事業全体の中での リスク対応の分担関

係を明 らかできる。この点についてもさらに、分析 ・

検討が必要になる。本稿で示した計算例は現時点で

はあくまで仮想のものであ り、実事業の中での適用

できるように、今後鋭意事例収集に努めるものであ

る。また、本稿ではリスクの事象に関しては既存文

献 をもとに整理を行ったが、具体的な事業の状況 を

構造図に適用 してみると、幾分論理的な整合を欠い

た部分 もあった。この件についても今後の事例蓄積

の結果を踏まえて、改善 していく必要があるものと

認識 している。
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Project Evaluation and Cost Management Under Uncertainty 

By Tadahiro GOTO, Satoshi FUSHIMI, Yasuhiro SHOJI and Shinji YAMAGUCHI

It is necessary to evaluate uncertainty so as to improve accountability for project evaluation . Existing researches 

have examined the ex-post evaluation technique or the evaluation at the time of adoption. However, there is a grate 

difference between these evaluation values and the value of ex-ante evaluation. Therefore, sensitivity analysis should 

be carried out to do ax-ante project evaluation. 

In this paper, a basic consideration for the cost management of project is done from the view of ex-ante evaluation . 

Methodology of sensitivity analysis in the ex-ante project evaluation so as to evaluate uncertainty is proposed . 

Numerical simulation of sensitivity analysis is also presented.
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